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住民や支援団体に対し、スキルのある外国人の紹介を依頼することが挙げられる。 

防災分野においては、外国人にも参加しやすいよう、「やさしい日本語」を使うなど配慮した上

で、防災訓練・救命講習等を開催し、発災時に外国人をサポートする人材を発掘・育成することが

考えられる。 

また、ダンス・食事会などの“楽しい”レクリエーションを通じた外国人とのつながりづくりも

重要である。防災や福祉といったテーマは、外国人にとって難しく感じてしまい、参加のハードル

が上がってしまうことも考えられるため、参加しやすく、楽しむことのできるイベントを通じて、

キーパーソン探しを行うことも検討すべきである。 

 

3. 他自治体や域外の地域資源を巻き込んだ広域連携による取組 
多摩地域では、自治体単独で多文化共生の取組を網羅的に実施する余力はなく、また、外国人の

生活圏が必ずしも１自治体の中で完結するわけではないことから、取組を推進する上では、複数の

自治体による連携が重要である。また、多摩地域においては、通常他県では県が役割として担う広

域的なとりまとめ等を、首都機能を管理する都に期待することは難しいこともあり、各自治体が主

体となって仕組みづくりを行う必要がある。 

連携体制づくりにおいては、外国人の生活圏、外国人が利用する資源（大学、教会等のコミュニ

ティの核）が共通する自治体間で連携体制づくりを行い、参加した団体が互いにメリットを得られ

るようにすることが重要である。また、参加者に関しては、自治体だけではなく、民間の外国人支

援団体を巻き込むことで、自治体の担当者が代わってもノウハウの蓄積や継続性を担保できる体制

とするのが望ましい。 

例えば、福祉のワンストップ相談窓口も、各自治体につくることは難しいものの、１つの常設窓

口から、各自治体に連携できる体制づくりをすること等が挙げられる。また、現状は自治体ごとに

取り組んでいる情報の多言語化についても、共通して翻訳できる部分は多くあると想定されるため、

そうした部分を広域連携により実施することが有益である。例えば、防災分野において、罹災証明

書の具体的な取得方法など各自治体により異なる内容についてはそれぞれの自治体で取り組むし

かないが、その前段階である避難誘導や避難所での生活についてはどの自治体でも共通する内容で

ある。こうした部分を広域連携による取組で補完することで、それぞれの自治体は、各自で取り組

むべき体制づくりに注力していくことができる。 

 

4. 庁内の体制づくり 
ここまで、「連携」をキーワードとして、連携相手との取組について整理してきたが、外部と連

携するためには、内部の体制を整える必要がある。 

外部との連携がしやすい体制づくりのためには、やはり連携に関する窓口を明確化することが重

要である。例えば、福祉分野での取組の場合、福祉分野の日本人地域資源とは、多文化共生所管部

門が直接つながるのか、それとも庁内の福祉所管部門を通じてつながるのか等、庁内の体制づくり

及び情報共有の仕組みづくりが必要である。 

また、体制づくりと合わせて、職員に対する多文化共生の理解醸成や意識啓発、「やさしい日本

語」や外国人とのコミュニケーションの取り方などの実際のスキル研修等を実施していくことも、

今後の取組を進める上では重要となってくると考えられる。  
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早いもので、２年間を通じて実施した多文化共生に関する調査研究も終わりを迎えました。 

本調査研究の終盤である2018年12月には、入管法の改正という大変大きな動きがありました。国とし

て、外国人をより多く受け入れる方向に舵を切ったことになります。１年目調査報告書でも、国の動

きと同様、「国際交流の機会を設け、外国人住民も地域の担い手として活躍できる場が設けられた多

文化共生社会をつくること」が必要不可欠な取組だと述べ、多文化共生施策の拡大について提言いた

しました。 

しかし、多摩・島しょ地域では、取組は依然として進展を見せておらず、今後も積極的に取り組む

自治体は少ない傾向でした。本調査研究では子細に分析することはできませんでしたが、取組が進ま

ない理由は、自治体ごとに異なると思います。今後、国の動きに合わせ、日本全体で取組が加速して

いくにつれ、多摩・島しょ地域でも多文化共生施策の拡大を検討する機会が訪れるものと思います。

その際には地域の実態に応じて、どの取組から実施すべきか判断し、段階的に取組を拡大していただ

きたく存じます。そして、本報告書がその一助となることを願っております。 

 

 最後になりますが、本調査研究を実施するにあたり、監修していただいた田村太郎先生を始め、各

種調査にご協力いただきました皆様に、この場をお借りして、厚く御礼申し上げます。 

 

2019年３月 

公益財団法人 東京市町村自治調査会 
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